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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第95期

中間連結会計期間
第96期

中間連結会計期間
第95期

会計期間
自 2023年４月１日
至 2023年９月30日

自 2024年４月１日
至 2024年９月30日

自 2023年４月１日
至 2024年３月31日

売上高 (千円) 16,990,547 17,304,990 33,198,294

経常利益 (千円) 660,147 549,275 1,326,596

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(千円) 570,698 391,106 813,018

中間包括利益又は包括利益 (千円) 1,829,639 1,256,658 3,340,704

純資産額 (千円) 26,254,297 28,855,004 27,672,460

総資産額 (千円) 40,264,174 42,599,362 41,941,191

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 37.00 25.29 52.68

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 63.8 66.6 64.7

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 1,880,051 1,822,516 3,614,738

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △920,074 △755,495 △2,017,697

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △560,809 △549,489 △1,109,840

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 3,662,232 4,315,414 3,751,640
 

(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
２ 【事業の内容】

 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませ

ん。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間における世界経済は、高インフレの落ち着きなどを背景に、底堅い成長を維持しているも

のの、長期化するロシアのウクライナ侵攻や中東紛争の地政学的リスクの高まり、欧米における利下げ、中国経

済の成長鈍化など、予断を許さない状況が続いております。

わが国の経済におきましては、雇用や所得の改善により、経済活動が活発化する一方、原材料・エネルギー費

の高止まりや不安定な為替相場など、先行き不透明な状況が続いております。

当社グループの主要取引先であります自動車業界におきましては、中国の低迷などにより、世界生産台数の減

少がみられました。

この様な環境の下、当中間連結会計期間の売上高は173億４百万円（前年同期比1.8％増加）、営業利益は２億

36百万円（前年同期比25.2％減少）、経常利益は５億49百万円（前年同期比16.7％減少）、親会社株主に帰属す

る中間純利益は３億91百万円（前年同期比31.4％減少）となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

① 可鍛事業

当セグメントにおきましては、自動車向け部品が本格的な回復には至らなかったものの、堅調に推移したこ

とから、売上高は169億27百万円（前年同期比1.7％増加）、セグメント利益（営業利益）は９億74百万円（前

年同期比0.8％増加）となりました。

② 金属家具事業

当セグメントにおきましては、価格転嫁に取り組んでまいりましたが、資材高騰が続き、売上高は３億77百

万円（前年同期比4.1％増加）、セグメント損失（営業損失）は32百万円（前年同期はセグメント損失（営業損

失）22百万円）となりました。

 

当中間連結会計期間の総資産は425億99百万円となり、前連結会計年度末に比べ６億58百万円増加いたしまし

た。主な要因は、受取手形及び売掛金が減少したものの、現金及び預金が増加したことなどにより流動資産が３

億19百万円増加し、その他（投資有価証券）が減少したものの、関係会社出資金が増加したことなどにより固定

資産が３億38百万円増加したことによるものであります。

負債の部は、前連結会計年度末に比べ５億24百万円減少し、137億44百万円となりました。主な要因は、その他

（設備関係電子記録債務）などが減少したものの、支払手形及び買掛金ならびに電子記録債務が増加したことな

どにより流動負債が１億５百万円増加し、長期借入金及びその他（繰延税金負債）などが減少したことなどによ

り固定負債が６億29百万円減少したことによるものであります。

純資産の部は、前連結会計年度末に比べ11億82百万円増加し、288億55百万円となりました。主な要因は、その

他有価証券評価差額金が減少したものの、為替換算調整勘定が増加したことによるものであります。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、前連結会計年度末より５億63

百万円増加の43億15百万円(前期比15.0％増加)となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、減価償却費９億64百万円、売上債権の減

少４億29百万円、仕入債務の増加２億80百万円などにより、18億22百万円の収入(前年同期は18億80百万円の収

入)となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出８億66百

万円などにより、７億55百万円の支出(前年同期は９億20百万円の支出)となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出３億51百万

円などにより、５億49百万円の支出(前年同期は５億60百万円の支出)となりました。

　

(3) 研究開発活動

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は41百万円であります。なお、当中間連結会計

期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

 
当社は、運転資金の効率的な調達を目的として、引き続き2024年９月に取引銀行２行と10億円のコミットメントラ

イン契約を締結しております。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 36,000,000

計 36,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2024年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2024年11月７日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 16,020,300 16,020,300
名古屋証券取引所
（メイン市場）

単元株式数は100株
であります。

計 16,020,300 16,020,300 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

 

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

 

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 

 該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2024年４月１日～
2024年９月30日

― 16,020,300 ― 1,161,000 ─ 560,420
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(5) 【大株主の状況】

2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

トヨタ自動車株式会社 豊田市トヨタ町１番地 792 5.10

ＣＭＣ協力会持株会 日進市浅田平子１丁目300番地 689 4.44

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 660 4.25

第一生命保険株式会社
(常任代理人株式会社日本カスト
ディ銀行)

東京都千代田区有楽町１丁目13番地１号
(東京都中央区晴海１丁目８番12号)

660 4.25

株式会社豊田自動織機 刈谷市豊田町２丁目１ 620 3.99

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 600 3.86

新東工業株式会社 名古屋市中村区名駅３丁目28番12号 460 2.96

あいおいニッセイ同和損害保険
株式会社
(常任代理人日本マスタートラス
ト信託銀行株式会社)

東京都渋谷区恵比寿１丁目28番１号
(東京都港区赤坂１丁目８番１号）

455 2.93

株式会社日本カストディ銀行
(信託口４)

東京都中央区晴海１丁目８番12号 435 2.80

株式会社名古屋銀行 名古屋市中区錦３丁目19番17号 434 2.79

計 ― 5,807 37.41
 

（注）１　上記のほか当社所有の自己株式499千株があります。

　　　　２　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

　　　　　　　　　株式会社日本カストディ銀行（信託口４） 435千株
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2024年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ― ─

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
普通株式 499,100

 

― ─

（相互保有株式）
普通株式 41,300

 

― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式 15,474,200
 

154,742 ─

単元未満株式 普通株式 5,700
 

― ─

発行済株式総数 16,020,300 ― ―

総株主の議決権 ― 154,742 ―
 

 

② 【自己株式等】

  2024年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
中央可鍛工業株式会社

名古屋市中川区
富川町三丁目１番地の１

499,100 ─ 499,100 3.11

（相互保有株式）
武山鋳造株式会社

名古屋市中川区
清川町三丁目１番地

41,300 ─ 41,300 0.25

計 ― 540,400 ─ 540,400 3.36
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2024年４月１日から2024年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、仰星監査法人による期中レビューを受けております。

EDINET提出書類

中央可鍛工業株式会社(E01284)

半期報告書

 8/22



１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,401,615 4,992,779

  受取手形及び売掛金 ※1  5,264,397 5,106,228

  電子記録債権 ※1  1,683,452 1,549,080

  商品及び製品 939,353 939,692

  仕掛品 761,013 730,907

  原材料及び貯蔵品 1,059,100 1,092,853

  その他 340,024 357,178

  流動資産合計 14,448,957 14,768,721

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 3,000,470 2,965,304

   機械装置及び運搬具（純額） 5,358,992 5,212,190

   工具、器具及び備品（純額） 675,698 644,557

   その他（純額） 4,060,933 4,352,569

   有形固定資産合計 13,096,095 13,174,621

  無形固定資産 46,737 42,200

  投資その他の資産   

   関係会社出資金 7,947,641 9,250,516

   その他 6,408,699 5,370,242

   貸倒引当金 △6,940 △6,940

   投資その他の資産合計 14,349,401 14,613,818

  固定資産合計 27,492,234 27,830,640

 資産合計 41,941,191 42,599,362
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※1  2,747,313 2,865,916

  電子記録債務 2,616,644 2,864,029

  1年内返済予定の長期借入金 ※3  702,974 ※3  694,109

  未払法人税等 198,828 169,021

  賞与引当金 371,431 360,216

  その他 1,906,546 1,695,615

  流動負債合計 8,543,739 8,648,909

 固定負債   

  長期借入金 ※3  2,129,990 ※3  1,787,368

  役員退職慰労引当金 47,534 48,880

  退職給付に係る負債 138,813 147,136

  その他 3,408,653 3,112,063

  固定負債合計 5,724,991 5,095,448

 負債合計 14,268,730 13,744,357

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,161,000 1,161,000

  資本剰余金 736,781 743,118

  利益剰余金 19,141,845 19,440,050

  自己株式 △192,490 △180,040

  株主資本合計 20,847,136 21,164,129

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,303,064 1,584,775

  繰延ヘッジ損益 △2 －

  為替換算調整勘定 3,246,866 4,943,676

  退職給付に係る調整累計額 769,851 679,971

  その他の包括利益累計額合計 6,319,779 7,208,423

 非支配株主持分 505,544 482,452

 純資産合計 27,672,460 28,855,004

負債純資産合計 41,941,191 42,599,362
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

売上高 16,990,547 17,304,990

売上原価 15,289,772 15,517,921

売上総利益 1,700,774 1,787,069

販売費及び一般管理費 ※1  1,383,795 ※1  1,550,157

営業利益 316,979 236,912

営業外収益   

 受取利息 6,463 5,346

 受取配当金 42,649 52,725

 受取補償金 131,756 105,491

 持分法による投資利益 126,594 336,392

 その他 147,706 135,410

 営業外収益合計 455,170 635,366

営業外費用   

 支払利息 17,241 15,764

 為替差損 76,645 276,385

 その他 18,115 30,852

 営業外費用合計 112,003 323,002

経常利益 660,147 549,275

特別利益   

 固定資産売却益 － 98,238

 特別利益合計 － 98,238

特別損失   

 固定資産除却損 2,541 1,536

 特別損失合計 2,541 1,536

税金等調整前中間純利益 657,605 645,977

法人税、住民税及び事業税 122,614 120,677

法人税等調整額 △38,918 145,166

法人税等合計 83,696 265,844

中間純利益 573,909 380,132

非支配株主に帰属する中間純利益又は非支配株主に
帰属する中間純損失（△）

3,210 △10,974

親会社株主に帰属する中間純利益 570,698 391,106
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

中間純利益 573,909 380,132

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 669,046 △730,409

 繰延ヘッジ損益 4 4

 為替換算調整勘定 272,207 730,324

 退職給付に係る調整額 △11,237 △89,879

 持分法適用会社に対する持分相当額 325,709 966,485

 その他の包括利益合計 1,255,730 876,525

中間包括利益 1,829,639 1,256,658

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 1,814,172 1,279,750

 非支配株主に係る中間包括利益 15,466 △23,092
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 657,605 645,977

 減価償却費 1,020,082 964,129

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 8,964 8,323

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △18,439 △134,650

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,866 1,346

 賞与引当金の増減額（△は減少） 4,889 △11,215

 受取利息及び受取配当金 △49,113 △58,072

 支払利息 17,241 15,764

 為替差損益（△は益） － 276,613

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） － △27,000

 固定資産除却損 2,541 1,536

 持分法による投資損益（△は益） △126,594 △336,392

 売上債権の増減額（△は増加） 697,767 429,346

 棚卸資産の増減額（△は増加） △1,377 57,394

 仕入債務の増減額（△は減少） △290,252 280,148

 その他 △38,550 △188,206

 小計 1,886,632 1,925,041

 利息及び配当金の受取額 49,113 58,072

 利息の支払額 △17,230 △15,752

 法人税等の支払額 △52,015 △145,061

 法人税等の還付額 13,551 215

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,880,051 1,822,516

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △852,909 △866,068

 有形固定資産の売却による収入 － 101,004

 無形固定資産の取得による支出 △9,385 △2,256

 投資有価証券の取得による支出 △3,900 △4,441

 その他 △53,879 16,266

 投資活動によるキャッシュ・フロー △920,074 △755,495

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入金の返済による支出 △365,178 △351,487

 配当金の支払額 △92,618 △92,417

 その他 △103,013 △105,584

 財務活動によるキャッシュ・フロー △560,809 △549,489

現金及び現金同等物に係る換算差額 90,331 46,241

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 489,498 563,773

現金及び現金同等物の期首残高 3,172,733 3,751,640

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1  3,662,232 ※1  4,315,414
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【注記事項】
 

 

当中間連結会計期間

(自 2024年４月１日 至 　2024年９月30日)

 （会計方針の変更）

 「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３

項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針　

第28号2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱

いに従っております。これによる中間連結財務諸表に与える影響はありません。

 また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用し

ております。これによる前中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表に与える影

響はありません。
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(中間連結貸借対照表関係)

※１ 中間連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形等が、前連結会計年度末日残高

に含まれております。

 
 

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

受取手形 2,284千円 －千円

電子記録債権 4,569 －

支払手形 20,409 －
 

 

　２ 当座貸越契約及びコミットメントライン

当社グループは、運転資金の効率的な調達を目的として、９取引金融機関と当座貸越契約及びコミットメントラ

イン契約を締結しております。これらの契約に基づく当中間連結会計期間末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。

 

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

当座貸越極度額及び
コミットメントライン契約の総額

5,850,000千円 5,850,000千円

借入実行残高  － －

差引額 5,850,000 5,850,000
 

 

　 ※３ 財務制限条項等

　　　(コミットメントライン契約)

当社のコミットメントライン契約には、以下の財務制限条項が付されております。

(1) 借入人は各事業年度末日における連結貸借対照表における純資産の部の合計金額を直近の事業年度末日におけ

る連結貸借対照表における純資産の部の合計金額の75％以上を維持する。

 
　　　(シンジケートローン契約)

(1) 当社のシンジケートローン契約には、以下の財務制限条項が付されております。

① 本契約締結日又はそれ以降に終了する借入人の各年度の決算期の末日における借入人の連結の貸借対照表に

おける純資産の部の金額が、当該決算期の直前の決算期の末日又は2017年３月に終了する決算期の末日にお

ける借入人の連結の貸借対照表における純資産の部の金額のいずれか大きい方の75％の金額以上であるこ

と。

② 2020年３月以降に終了する借入人の各年度の決算期に係る借入人の連結の損益計算書上の経常損益に関し

て、それぞれ２期連続して経常損失を計上しないこと。なお、2019年３月に終了する決算期は、ここでいう

「２期連続」の対象に含めないものとする。

 

(中間連結損益計算書関係)

 

　※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前中間連結会計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

荷造運搬費 367,990千円 418,589千円

給与諸手当 354,039 378,629 

賞与引当金繰入額 62,090 69,341 

退職給付費用 10,499 △4,376 

役員退職慰労引当金繰入額 3,006 3,386 
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

　※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 

 
前中間連結会計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

現金及び預金 4,016,742千円 4,992,779千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△354,510 △677,365

現金及び現金同等物 3,662,232 4,315,414
 

 
(株主資本等関係)

 

前中間連結会計期間(自　2023年４月１日　至　2023年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月23日
定時株主総会

普通株式 92,633 6.0 2023年３月31日 2023年６月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年11月９日
取締役会

普通株式 92,902 6.0 2023年９月30日 2023年12月５日 利益剰余金
 

 

当中間連結会計期間(自　2024年４月１日　至　2024年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月25日
定時株主総会

普通株式 92,902 6.0 2024年３月31日 2024年６月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月７日
取締役会

普通株式 93,127 6.0 2024年９月30日 2024年12月５日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
（注）１

中間連結
損益計算書
計上額
（注）２可鍛事業 金属家具事業 計

売上高      

　顧客との契約から生じる収益 16,628,192 362,354 16,990,547 － 16,990,547

　外部顧客への売上高 16,628,192 362,354 16,990,547 － 16,990,547

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ － － － －

計 16,628,192 362,354 16,990,547 － 16,990,547

セグメント利益又は損失(△) 966,191 △22,792 943,399 △626,419 316,979
 

(注) １　セグメント利益又は損失(△)の調整額△626,419千円は、各報告セグメントに配賦していない全社費用であ

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益又は損失(△)は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
（注）１

中間連結
損益計算書
計上額
（注）２可鍛事業 金属家具事業 計

売上高      

　顧客との契約から生じる収益 16,910,893 377,513 17,288,406 － 17,288,406

　その他の収益 16,584 － 16,584 － 16,584

　外部顧客への売上高 16,927,477 377,513 17,304,990 － 17,304,990

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ － － － －

計 16,927,477 377,513 17,304,990 － 17,304,990

セグメント利益又は損失(△) 974,834 △32,317 942,517 △705,605 236,912
 

(注) １　セグメント利益又は損失(△)の調整額△705,605千円は、各報告セグメントに配賦していない全社費用であ

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益又は損失(△)は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(収益認識関係)

 

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

 
(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前中間連結会計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

１株当たり中間純利益 37円00銭 25円29銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する中間純利益(千円) 570,698 391,106

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
中間純利益(千円)

570,698 391,106

普通株式の期中平均株式数(千株) 15,421 15,462
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

 

(株式交換による完全子会社化)

当社及び当社の連結子会社である株式会社チューキョー（以下「チューキョー」といいます。）は、2024年10月

22日開催のチューキョーの取締役会及び10月29日開催の当社の取締役会において、当社を株式交換完全親会社と

し、チューキョーを株式交換完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、同日付で両社間で株式交換契約を締

結しました。

本株式交換については、当社においては会社法第796条第２項の規定に基づく簡易株式交換の手続により、株主総

会の決議による本株式交換契約の承認を得ずに、チューキョーの2024年12月13日開催の定時株主総会において承認

を受け、2025年２月３日を効力発生日として本株式交換を行う予定としております。

 

１.本株式交換の概要

（１）株式交換完全子会社の名称

株式会社チューキョー

 

（２）本株式交換の目的

当社グループは、2030年に向けた「中長期経営方針（2023年８月10日付公表）」を実現するため、グループガバ

ナンスの強化を基本方針に掲げ取り組んでおります。

現在の大きな環境変化や競争の激化を踏まえ、当社グループの経営資源を一体化し、よりスピーディーな意思決

定を行いながら、事業運営の効率化を図ることで、グループ全体の企業価値向上に努めてまいります。

 

（３）本株式交換の効力発生日

2025年２月３日

 

（４）本株式交換の法的形式

当社を親会社とし、対象会社を子会社とする簡易株式交換
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２.実施する会計処理の概要

本株式交換は、「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指

針」における共通支配下の取引等として処理する予定であります。

 
３.株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付する株式数

（１） 株式の種類別の交換比率

チューキョーの普通株式1株に対して、当社の普通株式5.1株を割り当て交付いたします。

ただし、当社が保有するチューキョー株式68,740株については、本株式交換による株式の割当ては行いませ

ん。また、当社の交付する株式は、全てその保有する自己株式にて対応する予定であり、本株式交換における

割当てに際して当社が新たに株式を発行する予定はありません。

 

（２） 株式交換比率の算定方法

株式交換比率については、上場会社である当社の株式価値は市場株価平均法（2024年７月16日から2024年10

月15日までの３ヶ月間の名古屋証券取引所における終値平均）、チューキョーの株式価値は、類似業種比準価

額法及び純資産価額法を採択し、その算定結果を基に当事者間で協議のうえ決定いたしました。

 

（３） 株式交換により交付する株式数

当社普通株式：261,426株

 

２ 【その他】

第96期(2024年４月１日から2025年３月31日まで)中間配当については、2024年11月７日開催の取締役会において、

2024年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額                                  93,127千円

② １株当たりの金額                            　 ６円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日      2024年12月５日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

EDINET提出書類

中央可鍛工業株式会社(E01284)

半期報告書

20/22



独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 
 

2024年11月７日
 

中央可鍛工業株式会社

取締役会　御中
 

 
 

仰星監査法人
 

名古屋事務所
 

 
 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小　 出　 　 修　　平  

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 川　 合     利　　弥  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中央可鍛工業株

式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算

書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、中央可鍛工業株式会社及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以  上

 
 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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